
 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面 
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ＰＣＩホールディングス株式会社 

 

 

 

 

 

 

 



２０２６年（令和８年）８月２８日 

 

吸収合併に係る事前開示事項 

 

東京都港区虎ノ門一丁目２１番１９号 

ＰＣＩホールディングス株式会社 

代表取締役社長  渡 辺 篤 史 

 

ＰＣＩホールディングス株式会社（以下「当社」といいます。）は、ＰＣＩソリューションズ株式

会社（以下「PSOL」といいます。）との間で２０２６年（令和８年）６月３０日付で締結した合併

契約に基づき、２０２６年（令和８年）１０月１日を効力発生日として、当社を存続会社、PSOL

を消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことといたしました。 

会社法（以下「法」といいます。）第７９４条第１項及び会社法施行規則（以下「規則」といいま

す。）第１９１条の各規定に基づく本合併に関する事前開示事項は、下記のとおりです。 

 

記 

１ 合併契約の内容（法７９４条第１項） 

  本合併に係る合併契約の内容は、別紙１のとおりです。 

 

２ 合併対価の相当性に関する事項（規則１９１条第１号） 

当社は消滅会社である PSOLの発行済株式のすべてを有していることから、本合併に際して、

消滅会社の株主に対する株式その他の金銭等の交付は行いません。 

 

３ 消滅会社の新株予約権者に対して交付する対価の定めの相当性に関する事項（規則１９１条第

２号） 

該当事項はありません。 

 

４ 消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等に関する事項（規則第１９１条第３号） 

消滅会社である PSOLの最終事業年度（２０２５年（令和７年）４月１日～ 

２０２６年（令和８年）３月３１日）に係る計算書類等の内容は、別紙２のとおりです。 

 

５ 存続会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象（規則第１９１条第５号） 

  該当事項はありません。 

 

６ 存続会社の債務履行の見込に関する事項（規則第１９１条第６号） 

存続会社である当社、消滅会社である PSOLのいずれにおいても、本合併の効力発生日までに

資産及び負債の状態に重大な変動を生じる事態は現在のところ予測されておらず、本合併の効

力発生日後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みです。 

以上の点並びに本合併の効力発生日後に予想される当社の収益状況及びキャッシュフロー等に

照らし、本合併の効力発生日以後における当社の債務履行の見込みについては、十分あると判

断しています。 

以上 



【別紙１】 

 







【別紙２】 

 



 

ＰＣＩソリューションズ株式会社 
 

第 15期 2026年３月期 

計算書類等 
 

 

 

 

 

 

 

・事業報告 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・株主資本等変動計算書 

・個別注記表 

・附属明細書 
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 （提 供 書 面） 

           事 業 報 告 

自 2025 年４月  １日 

至 2026 年３月 31 日 

 

１．株式会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及び成果 

当事業年度における我が国経済は、企業収益や設備投資に持ち直しの動きが見られた一方で、物価上

昇の影響等により個人消費の回復には遅れが見られ、力強さを欠く状況で推移いたしました。また、食

料品やエネルギー価格を中心とした物価上昇、人件費や物流費の増加、円安の継続等によるコスト上昇

圧力が続いており、依然として先行き不透明な状況が継続しております。特に、物価上昇の影響による

消費行動の慎重化や、全産業における人手不足の深刻化が国内経済へ影響を及ぼしております。 

当社が属する情報サービス産業におきましては、企業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

推進や生成ＡＩの活用拡大、業務効率化に向けたシステム投資需要が引き続き堅調に推移いたしました。 

一方で、ＩＴ人材の慢性的な不足は引き続き深刻な課題であり、特に高度なデジタルスキルを有する

人材の確保・育成は、企業競争力の維持・向上に不可欠な取り組みとなっております。このような環境

のもと、当社におきましては、ＡＩ関連分野の技術者育成と、柔軟な働き方の促進による職場環境整備

に引き続き注力してまいりました 。 

 

このような状況の中、当社は以下の取り組みを行ってまいりました。 

①  社内体制の整備 

i  ）主力ビジネスであるＳＥサービス事業に軸足を置きつつ、分野ごとの強みをさらに高めること

を目的として、各部門の特性を活かした事業展開を推進してまいりました。あわせて、今後の

成長が見込まれる分野への人材のシフトおよび育成にも取り組むべく、柔軟かつ戦略的な組織

体制の整備を進めております。また、営業部門を分離独立し、事業ごとの専門性をより活かす

ことで、戦略的な事業機会の創出を行っていく体制へと再編いたしました。 

ii ）当社事業部門の収益性向上に向けて、会社として特化すべき技術領域を明確にし、事業化へと

繋げることを目的とした事業推進・技術戦略本部を中心とした体制を確立。また、プロダク

ト・クラウド関連の専任技術部隊を統括、研究開発成果を取り込んだ自社製品を開発販売する

デジタルイノベーション事業本部を強化することによりソリューション事業を推進する体制を

構築いたしました。 

 

②  ＳＥサービス事業の拡大 

i  ）引き続き取引先の深耕拡大や高単価案件獲得に向けた各種施策を実行し、取引先に対する案件

受注活動は概ね堅調に推移してまいりました。また強みをより一層高めるため、車載分野にお

けるモビリティ（※１）開発領域の強化や、成長性のある分野としてＥＲＰ（※２）分野、Ｓ

ＣＭ（※３）分野への技術者シフト等、ＳＥサービス事業の競争力向上と収益性の高い受託案

件の受注拡大に注力いたしました。 

ii ）技術教育サービスにおいては、顧客やビジネスパートナー企業に対する資格取得研修、新入社
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員研修、さらには車載向け組込み開発技術者をターゲットとするＡＵＴＯＳＡＲ（※４）研修、

プロジェクトマネージャー育成を目的としたＰＭＰ研修など、社内外に向けたサービスを継続

いたしました。 

 

③  新規事業の拡大 

i  ）デジタルイノベーション事業本部においてプロダクト・クラウドサービスを顧客へ提供すると

ともに、当社提供サービスを核としてその周辺システムの開発等を含むトータルソリューショ

ンサービスの提供を目指した活動をしてまいりました。ＡＷＳ関連においては導入実績を着実

に積み上げることで、更なる信頼性向上へ向けた取り組みを促進してまいりました。また、Ｊ

ｕｓｔＤＢ関連では、システム構築に加え、ライセンス販売や運用・保守サポート等のストッ

ク型ビジネスも計画を大きく上回って成長いたしました。 

ii ）当社独自の技術であるエッジＡＩを活用した商品として開発した、後方から接近する危険車両

を検知する後方接近車両検知システム（製品名：安心ＡＩちゃん）については、顧客の具体的

なニーズを反映した機能追加版の販売を推進するとともに、顧客との計画共有を通じて販売ス

キームの見直しを実施いたしました。これにより、販売台数の計画的な拡大および新規顧客の

獲得に向けた取り組みを進めてまいりました。 

 

④  研究開発 

i  ）当社では、子会社である株式会社ＰＣＩソリューションズ総合研究所を活用し、将来の技術ト

レンドを見据え、中長期的な研究開発の指針となる技術ロードマップに従い、ＡⅠ・画像認識

技術を核とした合成データ生成技術や人流解析・行動解析での基盤技術の確立、大規模言語モ

デル(ＬＬＭ)の開発を重点分野に据え、当社の競争優位性をさらに高めるための研究開発の方

向性を明確化しております。 

その実行フェーズとして、従来の研究テーマの深化に加え、物体・空間の認識技術に関する応

用研究および特許出願、機密情報保護に配慮したローカルＲＡＧシステム、ＡⅠエージェント

のプロトタイプ構築や、さらにＬＬＭを用いた外部サービス連携に関する通信技術の検証など、

ロードマップに沿った取り組みを推進しています。 

これらの活動を通じて、当社の技術的資産を体系的に強化し、実効的なビジネス貢献を図って

まいります。 

 

上記の活動の結果、事業年度の変更により前期は６ヶ月の決算期間となったことから、前期と比較して

売上高 14,146 百万円（前期比 105.9％増）、経常利益 1,268 百万円（同 161.7％増）、当期純利益 923

百万円（同 137.6％増）と、数値上は増収増益となりました。 

 

 

（注）上記に用いられる用語の解説は以下のとおりであります。 

（※１）モビリティ：（Mobility） 

交通領域においては「人やもの、ことを空間的に移動させる能力、あるいは機構」を指す。 

（※２）ＥＲＰ：（Enterprise Resource Planning） 

企業の持つ資源＝「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」を一か所に集めて管理し、有効活用するという考え 
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方、またはそれを実現するためのシステムのこと。 

（※３）ＳＣＭ：（Supply Chain Management） 

商品の原材料調達から生産管理や在庫管理、流通や販売、各プロセスに携わる物流など、商品の開発から 

消費者の手に渡るまでの一連の流れを効率的に管理するシステムのこと。 

（※４）ＡＵＴＯＳＡＲ：（AUTomotive Open System ARchitecture） 

車載ソフトウェアプラットフォーム仕様の名称及び自動車業界のグローバル開発パートナシップのこと。 

 

(2）設備投資の状況 

 当事業年度の主要な設備投資は 15 百万円であり、その内容は主に事業運営の効率化およびプロ

ジェクト管理高度化を目的としたシステム投資等によるものであります。 

 

(3）資金調達の状況 

一定預金残高を基準として、この金額を下回る場合には親会社である ＰＣＩホールディングス

株式会社から適宜資金を調達しております。 

 

(4）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

 
（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、1 株当たり純資産額は、期末発行済株式総数

により算定しております。 
 

(5）対処すべき課題 

当社では、多様化する社会ニーズや市場環境の変化に機動的に対応し、持続的な成長と盤石な経営基

盤を確立するために対処すべき課題を以下のように定め、更なる企業価値の向上に努めてまいります。 

 

① 人材の確保と育成 
当社は、継続的に付加価値の高いサービスを提供するために、高いＩＴスキルを備え、当社の企業

理念を理解し、主体的に課題解決を行うことのできる優秀な人材の育成及び確保が不可欠であると認

第12期
（2023年9月期)

第13期
（2024年9月期)

第14期
（2025年3月期)

第15期
（当事業年度）

（2026年3月期)

売 上 高 (千円) 12,873,339 12,970,473 6,869,393 14,146,482

経 常 利 益 (千円) 949,767 857,240 484,587 1,268,174

当 期 純 利 益 (千円) 620,298 559,030 388,724 923,834

1株当たり当期純利益 (円) 86,152.58 77,643.07 53,989.47 128,310.39

総 資 産 (千円) 5,049,904 4,892,556 5,037,346 5,579,920

純 資 産 (千円) 2,209,109 2,314,186 2,279,825 2,933,249

1 株当 たり純資 産 額 (円) 306,820.71 321,414.83 316,642.46 407,395.82

区　　分
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識しております。ＯＪＴや体系的な育成プログラムによる研修を実施し、社員のスキル向上を図ると

ともに、積極的な採用活動に取り組み、優秀な人材の確保に努めてまいります。特に近年におきまし

ては、開発工程において生成ＡＩ等の最新技術を積極的に活用し、飛躍的な生産性向上と高品質なシ

ステム提供を両立できる「ＡＩ適用ＳＥ」の育成に注力しております。実プロジェクトにおける実践

的なスキルの習得や社内でのノウハウ共有を推進し、技術革新に対応した競争力強化を目指してまい

ります。 

 

② ビジネスパートナー企業との協業強化 
当社は、拡大するＩＴ需要に機動的に対応するため、ビジネスパートナーとの協業強化が不可欠で

あると認識しております。技術者不足が常態化している当業界において、当社とビジネスパートナー

との円滑な協業体制を強化するため、ビジネスパートナー企業への教育サービスの提供及び資本提携

を推進し、今後一層のリレーション強化ならびに緊密なアライアンス体制の構築を図ってまいります。 

 

③ 受託型開発の拡充及び自社ブランドサービスの創出 
当社のＳＥサービス事業は、顧客先常駐によるソフトウェア開発が主流であり、売上・利益が稼働

技術者人数に比例する収益構造となっております。当社は主力ビジネスとしてＳＥサービス事業に軸

足を置きつつ、当社の得意分野への選択と集中を行うとともに、技術者の技術力及び、生産性の向上

を追求することで他社との差別化を図り、高付加価値サービスを提供する事業体制を構築してまいり

ます。また、新規事業分野では、顧客へのトータルソリューション提供を目指す中で顧客との共同開

発等に基づく事業の創出も積極的に行い、自社ブランドとなり得る新規ソリューションの創出を目指

してまいります。 

 

④ プロジェクト管理能力の強化 

当社ＳＥサービス事業の競争力向上及びトータルソリューションサービス提供を実現していくため

には、当社主導によるプロジェクト運営が必要不可欠となります。そのためにもＱＭＳマネジメント

システムに基づく継続的なプロジェクト管理能力の強化や、プロジェクトマネージャーの教育・育成

が必要となるだけでなく、受注から納品、アフターサービスの提供まで一気通貫したプロジェクトマ

ネジメント、リスクマネジメントの確立が必要となります。そのためにもＰＤＣＡサイクルによるプ

ロジェクトの振り返りが確実に実施され、そこで得られた知見やノウハウが現場にフィードバックさ

れることで改善活動が機能する仕組み作りに取り組んでまいります。 

 

⑤ 研究開発の推進と成果の事業化 

当社は、新たな収益源となる事業を創出するため、あるいは将来的に発展する様々な技術に対応す

るために、戦略的に研究・開発テーマを設定し、事業化を推進してまいります。同時に、研究開発テ

ーマに関連した他社とのアライアンス、自社独自技術の知財化など、裾野を広げる施策に積極的に取

り組んでまいります。 

 

⑥ 安全衛生への取り組み 

当社は、システム開発において、工程遅延や仕様変更等に起因する長時間労働が発生する可能性が

あると認識しております。従業員の健康管理は重要なテーマであり、従業員の偏った長時間労働が生

じないようにするとともに、健康に配慮した労務管理に引き続き取り組んでまいります。 
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⑦ 製品の安定化 

 今後の製品供給の拡大に向け、プロダクトライフサイクルマネージメントの重要性が高まってく

るものと認識しております。製品の受注から納品、アフターサービスの提供まで一気通貫したプロ

ジェクトマネジメント、リスクマネジメントの確立をはかり、供給体制の強化に取り組んでまいり

ます。 

 

(6) 主要な事業内容 

① ソフトウェア受託開発事業 

② 労働者派遣事業 

③ 商品販売事業 

 

(7）主要な営業所並びに使用人の状況 

① 本社         ：東京都港区虎ノ門一丁目 21 番 19 号 

横浜事業所              ：神奈川県横浜市西区みなとみらい 2 丁目 3-5 クイーンズタワーC 

名古屋事業所   ：愛知県名古屋市中区栄 1 丁目 3-3 アムナットビル朝日会館 

大阪事業所            ：大阪府大阪市中央区道修町 1 丁目 5-18 朝日生命大阪道修町ビル 

  品川開発センター ：東京都港区港南 1 丁目 6－36 品川イーストビル 

② 使用人の状況 

使用人数 前事業年度増減 平均年齢 平均勤続年数 
958 名 25 名増 41.2 歳 9.0 年 

        （注）1.上記使用人数には 3/31 付退職者は含んでおりません。 

           2.上記使用人数には受入出向者 1 名を含んでおりません。 

 

(8) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社との関係 

当社の親会社はＰＣＩホールディングス株式会社であり、同社は当社株式を 7,200 株 

(議決権比率 100％)保有しております。 

② 親会社等との間の取引に関する事項 

  当社は、親会社であるＰＣＩホールディングス株式会社との間で重要な取引を行うに際して

は、その取引が当社の利益を害することがないよう、一般取引先との取引条件を念頭に、親会

社の担当部門と協議を行い適正な取引条件の実現を図っています。親会社との資金の貸付、借

入については、親会社が設定したグループファイナンスによる貸付、借入を行い、その金利は

市場金利を勘案したものとなっています。 

  当社取締役会は、上記の対応により適正な取引実現のために必要な措置が講じられていると

判断しております。 

③ 重要な子会社の状況 

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容 
㈱ＰＣＩソリューションズ総合研究所 20 百万円 100.0％ コンサルティング業 
パーソナル情報システム㈱ 100 百万円 100.0％ ソフトウェア受託開発事業 
㈱エヌエスアール 10 百万円 100.0％ ソフトウェア受託開発事業 
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(9) 主要な借入先の状況 

該当事項はありません。 

 

 

２.株式の状況（2026 年３月 31 日現在） 

(1) 株式の状況 

① 発行可能株式総数      50,000 株 

② 発行済株式の総数      7,200 株 

③ 株 主 数           １名 

④ 発行済株式の総数の 10 分の１以上の株式を保有する大株主 

株 主 名 当社への出資状況 

持株数 出資比率 

ＰＣＩホールディングス株式会社 7,200 株 100.0％ 

 

(2) 新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

３．会社役員の状況 

(1) 取締役及び監査役の状況（2026 年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）事業年度中に退任した取締役 

 

 

 

 

 

 

  

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職状況 
代 表 取 締 役 社 長 沼 田  昌 昭 ＰＣＩホールディングス㈱ 執行役員 
取 締 役 森 下  健 作 ＰＣＩホールディングス㈱ 代表取締役社長 
取 締 役 熊 谷  定 民  
取 締 役 萩 原  克 彦  
取 締 役 町 田  哲 朗  
監 査 役 杉 山  悟  

氏 名 退任日 退任理由 退任時の地位・担当及び重要な兼職状況 
戸澤 正人 2025 年６月 23 日 任期満了 当社取締役会長 

ＰＣＩホールディングス(株)代表取締役

社長 
池山 純一 2025 年６月 23 日 任期満了 当社取締役 
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貸借対照表 

（2026 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

 
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  

金 額 金 額

3,880,851 2,580,774

現 金 及 び 預 金 129,443 買 掛 金 1,000,244

売 掛 金 2,761,384 設 備 未 払 金 10,603

電 子 記 録 債 権 191,415 未 払 金 287,977

リ ー ス 投 資 資 産 6,075 未 払 法 人 税 等 231,671

契 約 資 産 9,805 未 払 消 費 税 等 154,490

商 品 79 未 払 費 用 105,306

仕 掛 品 40,557 契 約 負 債 471,684

前 渡 金 367,088 預 り 金 38,555

前 払 費 用 136,438 賞 与 引 当 金 275,869

未 収 入 金 32,080 役 員 賞 与 引 当 金 2,762

関 係 会 社 貸 付 金 203,749 リ ー ス 債 務 1,609

そ の 他 2,734

65,896

長 期 未 払 金 200

退 職 給 付 引 当 金 50,115

1,699,069 リ ー ス 債 務 325

59,036 資 産 除 去 債 務 15,254

建 物 附 属 設 備 29,773

工 具 、 器 具 及 び 備 品 27,655

リ ー ス 資 産 1,608 2,646,670

 

49,463 2,845,132

ソ フ ト ウ エ ア 26,027 360,000

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 23,436

140,679

1,590,569 そ の 他 資 本 剰 余 金 140,679

投 資 有 価 証 券 131,236

長 期 前 払 費 用 3,071 2,344,452

会 員 権 及 び 出 資 金 14,629 利 益 準 備 金 90,000

敷 金 及 び 保 証 金 61,680 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,254,452

保 険 積 立 金 81,131 繰 越 利 益 剰 余 金 2,254,452

子 会 社 株 式 1,157,369

繰 延 税 金 資 産 141,855 88,117

貸 倒 引 当 金 △405 88,117

2,933,249

5,579,920 5,579,920

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

( 純 資 産 の 部 )

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

　

利 益 剰 余 金

科 目 科 目

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

固 定 負 債

株 主 資 本

資　　本　　金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計
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損益計算書 

自 2025 年４月  １日 
至 2026 年３月 31 日 

（単位：千円） 

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  

14,146,482

10,749,745

3,396,736

2,153,178

1,243,558

3,450

402

21,613

1,341 26,807

2,192 2,192

1,268,174

5,872 5,872

1,262,301

338,588

△122 338,466

923,834

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損

支 払 利 息

営 業 外 費 用

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

雑 収 入

経 常 利 益

金 額

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

助 成 金 収 入

為 替 差 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

科 目

営 業 利 益

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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株主資本等変動計算書 

自 2025 年４月  １日 
至 2026 年３月 31 日 

（単位：千円） 

 

 
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

その他

利益剰余金

繰越利益剰余

金

360,000 140,679 140,679 90,000 1,622,146 1,712,146 2,212,825

剰 余 金 の 配 当 － － － － △291,528 △291,528 △291,528

当 期 純 利 益 － － － － 923,834 923,834 923,834

株主 資本 以外 の項 目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
－ － － － － － －

－ － － － 632,306 632,306 632,306

360,000 140,679 140,679 90,000 2,254,452 2,344,452 2,845,132

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

 利益剰余金

 合    計

株主資本

合　　計

株主資本

利益準備金
資本金 その他

資本剰余金

資本剰余金

当 期 首 残 高

利益剰余金

資本剰余金

合計

67,000 67,000 2,279,825

剰 余 金 の 配 当 - － △291,528

当 期 純 利 益 - － 923,834

株主 資本 以外 の項 目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
21,117 21,117 21,117

21,117 21,117 653,424

88,117 88,117 2,933,249

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額

純資産合計

評価・換算差額等

当 期 首 残 高

その他有価証

券

評価差額金

評価・換算

差額等合計
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個別注記表 

1.重要な会計方針に係る事項 

 

1.　重要な会計方針に係る事項

(1)

(2)

(3)

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

      47年

３ ～ 15年

３ ～ 15年

自社利用ソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

市場販売目的のソフトウェア

　　　　　　見込販売数量または見込販売収益に基づく償却方法（見込有効期間３年以内）を採用見込販売数量または見込販売収益に基づく償却方法（見込有効期間３年以内）を採用

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

(4)

(5)

⑥ アフターコスト引当金

税抜方式を採用しております。

③ 役員賞与引当金

その他計算書類作成のための重要な事項

システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、個別案件に係る
発生見込額に基づき計上しております。
なお、当事業年度末においては、アフターコストの支出が見込まれる案件がないため、
アフターコスト引当金を計上しておりません。

グループ通算制度を適用しております。

子会社株式　  　     …　移動平均法による原価法

③ リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価格を零とする定額法を採用しております。

① 消費税等の会計処理

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。

引当金の計上基準

② グループ通算制度の適用

役員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。

建物

たな卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

仕掛品　…　個別法に基づく原価法

期末現在において、損失の発生が見込まれる工事契約について将来の損失見込額を計上
しております。
なお、当事業年度末においては、損失の発生が見込まれる工事契約がないため、工事損
失引当金を計上しておりません。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につきましては、定額法を採用し
ております。

有価証券の評価基準及び評価方法

時価のないもの　…　移動平均法による原価法

工具、器具及び備品

建物附属設備

期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

その他有価証券

① 有形固定資産（リース資産を除く）　…　定率法

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。

⑤ 工事損失引当金



12 

 

 

4.株主資本等変動計算書に関する注記 

 

(6)

プロダクトの主な内容は、サーバーやネットワーク機器等のハードウェア、ソフトウェ
アの販売です。

このような取引は、当該製品・商品の顧客への引渡し・検収等、契約上の受渡し条件を
充足することで、履行義務が充足されるものと判断しており、当該時点で顧客との契約
において約束された金額で収益を認識しております。

③ サービス

収益及び費用の計上基準

準委任契約や派遣契約による取引については、履行義務が一定の作業を顧客に提供する
ことであり、作業を提供することに応じて、顧客は便益を享受できていると考えられる
ことから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しております。履行義
務の充足に係る進捗度の見積方法は、契約の内容に応じて、提供したサービスの工数や
作業時間等の指標に基づいて測定する方法を採用しております。

② プロダクト

サービスの主な内容は、保守運用サービス及びグループ会社との契約内容に応じた受託
業務の提供です。

このような取引については、契約に基づき顧客にサービスが提供される期間にわたって
履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する一定の期間にわたり収益を認識
しております。

システム開発の主な内容は、請負契約又は準委任契約、派遣契約によるシステムソフト
ウェア、アプリケーションソフトウェア、組込ソフトウェアの開発取引です。

請負契約による取引については、顧客ごとに仕様が異なるため、作業の進捗に応じて生
じた成果物は別の顧客又は他の用途に転用することはできず、また、完了した作業部分
について対価を収受する強制力を有していると考えられることから、一定の期間にわた
り充足される履行義務であると判断しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積
方法は、原則として原価比例法（発生した実際原価の見積原価総額に占める割合をもっ
て期末日における進捗度とする方法）を採用しております。なお、少額または期間がご
く短い請負契約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充
足した時点で収益を認識しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１～２ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素
を含んでおりません。

① システム開発

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 7,200 株 － 株 － 株 7,200 株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額
1 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

2025 年 6 月 23 日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 291,528 千円 40,490 円 2025 年 3 月 31 日 2025 年 6 月 23 日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 予 定 株 式 の 種 類 配 当 原 資 配 当 金 の 総 額
1 株 当 た り

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

2026 年 6 月 22 日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 利 益 剰 余 金 692,856 千円 96,230 円 2026 年 3 月 31 日 2026 年 6 月 22 日
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5.重要な後発事象に関する注記 

 （親会社を同一にする企業の吸収合併） 

当社は、2025 年 12 月 22 日開催の取締役会において、当社を存続会社とし、当社と親会社を同一にする

株式会社エヌエスアール（本店所在地：大阪府大阪市西区北堀江一丁目５番２号。代表取締役・金沢保之。

以下「ＮＳＲ」といいます。）を 2026 年４月 1 日を効力発生日として吸収合併（以下、「本合併」といい

ます。）することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。 

 

（１）合併の目的 

当社とＮＳＲは過去に遡ってターゲット分野である製造業に対する組込み系技術の強化や両社の関西地

区での収益拡大へ向け共に事業を進めてきた関係であります。この過程における検討結果の整理を踏まえ

たうえで、当社教育制度を利用したＮＳＲ技術者のスキル強化やＮＳＲ社取引先に対する価格交渉力強化

を図り、関西地区でのシステムエンジニアリング事業拡大へ繋げることを目的に、今般ＮＳＲを吸収合併

することと致しました。 

 

（２）合併の要旨 

①合併の日程 

合併契約書承認取締役会  2025 年 12 月 22 日 

合併契約書締結日     2025 年 12 月 23 日 

合併契約承認臨時株主総会 2026 年１月 30 日 

合併期日（効力発生日）  2026 年４月１日 

 

②合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、合併後、ＮＳＲは解散となります。 

 

③合併に関する割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

 

④合併に伴う新株予約権及び新株予約券付社債に関する取り扱い 

該当事項はありません。 

 

（３）被合併法人の概要（2026 年３月 31 日現在） 

名称 株式会社エヌエスアール 
事業内容 コンピューターおよび映像機器関連事業（ソフ

トウェア、周辺機器、消耗品の開発・販売）、

コンサルティング事業、ならびに翻訳・人材派

遣業 
所在地 大阪府大阪市西区北堀江一丁目５番２号 
代表者の役職・氏名 代表取締役 金沢 保之 
資本金の額 10 百万円 
純資産の額 267 百万円 
総資産の額 384 百万円 

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（４）合併後の状況 

本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ

りません。 

 

（５）会計処理の概要 

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日）及び「企業結

合会計基準事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 25 年９月 13

日）に基づき、共通の支配下の取引として処理いたします。 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

第１５期 附属明細書 
（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＣＩソリューションズ株式会社 

 

 



 

附属明細書（事業報告関係）  

 

第 15 期（2025 年 4 月１日～2026 年 3 月 31 日） 

 

１．会社役員の他の会社の業務執行取締役等との兼務状況の明細  

  事業報告に記載のとおりであります。 

 

２ .親会社等との間の取引に関する事項  

  事業報告に記載のとおりであります。 

 

  



 

附属明細書（計算書類関係）  

 

第１5 期（2025 年 4 月１日～2026 年 3 月 31 日） 

 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細  

 (単位：千円 ) 

 

  

資 産 の 期 首 残 高 当 期 当 期 当 期 期 末 残 高 減価償却

種 類 (帳簿価額) 増 加 額 減 少 額 償 却 額 (帳簿価額) 累計額

建 物 附 属

設 備

工 具 、 器 具

及 び 備 品

ソ フ ト ウ エ ア

仮 勘 定

(注) 1.当期増加額の主なもの

建物附属設備 横浜事業所の入出管理機器の設置と、品川事業所の資産除去債務の見積額見直しによる影響です。

工具、器具及び備品 社内利用向けシステム導入と、サーバーリプレイスによる影響です。

ソフトウエア 外販向けシステム開発1件についてソフトウェア仮勘定から振替を行った影響によるものです。

ソフトウエア仮勘定 外販向けシステム開発1件、社内向けシステム開発1件によるものです。

2.当期減少額の主なもの

建物 保養所の売却によるものです。

土地 保養所の売却によるものです。

ソフトウエア仮勘定 外販向けシステム開発1件に関しまして、ソフトウェア勘定へ振替を行った影響によるものです。

リ ー ス 資 産 3,022 -　

20,630 8,024

10,839

10,839

貸 与 資 産
（ 無 形 ）

固

定

資

産

641 -　

計 30,686 41,594 10,839

199,422

641 0

区分

31,147 2,298

6,912 -　

61,467 22,928

3,520 30,754

無

形

ソ フ ト ウ エ ア 26,523 11,335 26,027-　 -　

23,518

-　

12,137 13,221

1,414

158,200

1,608

3,672-　

-　-　 23,436

59,036

-　49,46311,977

有

形

固

定

資

産

建 物

5,335土 地

15,049

計

-　-　

0

-　 5,335 -　 0 -　

15,112

0

29,773

6,802 110 0

27,655



 

2. 引当金の明細  

 (単位：千円 ) 

 

 (注)計上の理由及び額の算定方法は、「重要な会計方針に係る事項」に記載しております。  

 

3. 販売費及び一般管理費の明細  

 (単位：千円 ) 

 

 

 

以上  

目的使用 その他

貸 倒 引 当 金 405 － － － 405

賞 与 引 当 金 304,102 275,869 304,102 － 275,869

役 員 賞 与 引 当 金 2,271 2,762 2,271 － 2,762

退 職 給 付 引 当 金 50,438 － 322 － 50,115

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

科目 金額 摘要

役員報酬 25,050

給料手当 631,430

賞与引当金繰入 155,555

役員賞与引当金繰入 2,762

旅費交通費 35,943

退職年金掛金 24,628

退職金 154

法定福利費 155,563

福利厚生費 10,807

交際接待費 12,381

保守修繕費 4,757

減価償却費 15,217

通信･荷造運搬費 14,162

会議費 5,524

水道光熱費 3,017

事務消耗品費 1,862

租税公課 1,303

広報費 198

地代家賃 55,499

業務委託費 92,347

経営指導料 370,000

研究開発費 115,162

研修費 53,292

採用費 102,456

支払手数料 151,899

派遣手数料 19,432

事業税 61,066

事業所税 12,669

その他 19,031

計 2,153,178




